
資料：総務省「国勢調査」
（注）「配偶関係不詳」は省略した。
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資料：内閣府「生活実態に関する調査」（平成20年）
（注）調査対象は、65歳以上の男女
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（４）配偶者の有無をみると、配偶者と死別し
た割合は女性が男性の４倍にのぼる

６５歳以上の高齢者の配偶関係についてみる
と、平成１７（２００５）年における有配偶率は、男
性８１．８％に対し、女性は４７．１％である。女性高
齢者の約２人に１人が配偶者なしとなっている
が、その割合は低下傾向にある。また、未婚率
は、男性２．４％、女性３．５％、離別率は男性
２．８％、女性３．９％と共に上昇傾向となっている
（図１－２－１１）。

２ 高齢者の経済状況

（１）暮らし向きについて、苦しいと感じてい
る高齢者は３割弱

高齢者の暮らし向きについてみると、「苦し
い」（「大変苦しい」と「やや苦しい」の計）と
感じている者の割合は２６．４％と、「ゆとりがあ
る」（「大変ゆとりがある」と「ややゆとりがあ
る」の計）と感じている者の割合（８．５％）と
比べて多くなっている。
また、家計の状況をみると「赤字になる（「ほ

ぼ毎月赤字になる」と「ときどき赤字になる」
の計）」と回答した者の割合も約４割（４０．４％）
であった（図１－２－１２）。

図１－２－１１ 配偶関係別にみた高齢者の割合

図１－２－１２ 高齢者の暮らし向きについて
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成19年）（同調査における平成18年1年間の所得）
（注）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。

100未満 100
～ 200

200
～ 300

300
～ 400

400
～ 500

500
～ 600

600
～ 700

700
～ 800

800
～ 900

900
～ 1,000

1,000以上
（万円）

0

5

10

15

20

25

30

全世帯
高齢者世帯

全世帯平均 566.8万円
高齢者世帯平均 306.3万円
高齢者世帯中央値 244万円

6.2

15.3

11.7

23.9

12.9

21.7

13.2

17.8

10.6 9.1 9.2

4.4
7.8

2.6

6.3

1.3
4.9

0.8

4.2

0.6

13.0

2.3

（２）高齢者世帯間の所得格差は大きいが、社
会保障給付などの再分配により改善

高齢者世帯（６５歳以上の者のみで構成するか、
又はこれに１８歳未満の未婚の者が加わった世
帯）の年間所得（平成１８（２００６）年の平均所得）
は３０６．３万円となっており、全世帯平均（５６６．８
万円）の半分強であるが、世帯人員一人当たり
でみると、高齢者世帯の平均世帯人員が少ない
ことから、１９５．５万円となり、全世帯平均
（２０７．１万円）との間に大きな差はみられなく
なる。
また、高齢者世帯の所得を種類別にみると、

「公的年金・恩給」が２０９．４万円（総所得の
６８．４％）で最も多く、次いで「稼働所得」５６．２
万円（同１８．４％）となっている。

なお、高齢者世帯の世帯人員一人当たりの平
均所得金額の推移をみると、平成１１（１９９９）年
２１８．７万円をピークに、１８（２００６）年には１９５．５
万円と減少傾向となっている（表１－２－１３）。
高齢者世帯の年間所得の分布をみると、

「１００～２００万円未満」が２３．９％で最も多く、次
いで、「２００～３００万円未満」が２１．７％、「３００～
４００万円未満」が１７．８％、「１００万円未満」が
１５．３％と続いている。年間所得「３００万円未満」
の世帯の割合は、全世帯では約３割であるのに
対し、高齢者世帯では約６割を占めており、所
得の低い世帯の割合が高くなっている（図１－
２－１４）。
高齢者の被保護者人員（生活保護を受けてい

る者）の推移をみると、６５歳以上では５年間で

区 分
平均所得金額

一世帯当たり 世帯人員一人当たり（平均世帯人員）
高齢者世帯 総所得 ３０６．３万円 １９５．５万円（１．５７人）

稼働所得 ５６．２万円 （１８．４％）
公的年金・恩給 ２０９．４万円 （６８．４％）
財産所得 ２３．０万円 （７．５％）
年金以外の社会保障給付金 ２．５万円 （０．８％）
仕送り・その他の所得 １５．２万円 （５．０％）

全 世 帯 総所得 ５６６．８万円 ２０７．１万円（２．７４人）

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成１９年）（同調査における平成１８年１年間の所得）
（注）高齢者世帯とは、６５歳以上の者のみで構成するか、又はこれに１８歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。

表１－２－１３ 高齢者世帯の所得

図１－２－１４ 高齢者世帯の年間所得の分布
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成19年）
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資料：総務省「人口推計」「国勢調査」、厚生労働省「被保護者全国一斉調査（基礎調査）」より内閣府作成

１６万８千人増加しており、６５歳以上人口に占め
る被保護者人員の割合は２．２５％で、全体の
０．６９％の約３倍である（図１－２－１５）。
また、公的年金・恩給を受給している高齢者

世帯における公的年金・恩給の総所得に占める
割合別世帯数の構成割合をみると、約６割の世
帯において公的年金・恩給が総所得の全てと
なっている（図１－２－１６）。
高齢者の所得格差の状況をジニ係数でみる

と、平成１７（２００５）年の調査において一般世帯

では当初所得のジニ係数が０．４２５２であるのに対
して、高齢者世帯では０．８２２３となっており、高
齢者間の所得格差が大きいことがわかる。再分
配所得のジニ係数でみると、一般世帯が０．３６１８
であるのに対して高齢者世帯は０．４１２９となって
おり、社会保障給付などの所得再分配の影響で
格差は小さくなるものの、一般世帯と比べて格
差が大きくなっている。
社会保障給付などの所得再分配によるジニ係

数の改善度は、平成５（１９９３）年以降調査ごと
に大きくなっている（表１－２－１７）。
所得再分配後の各年代の平均所得（調査時点

の全世帯の平均所得を１００とした場合）をみる
と、所得再分配の効果もあり、平成１７（２００５）
年時点で、世帯主が６０歳代では９５．２、７０歳以上
では８６．８であった（図１－２－１８）。

（３）高齢者の世帯の家計収支は全体でみれば
黒字だが無職世帯では赤字

世帯主の年齢が６５歳以上である世帯の家計の
状況についてみると、平成２０（２００８）年におい
て、世帯主の年齢が６５歳以上である勤労者世帯
の可処分所得は一世帯当たり１か月平均２９万
７，６５８円で、そのうち消費支出は２６万２，６５０円と

図１－２－１５ 被保護者人員の変移

図１－２－１６ 高齢者世帯における公的年
金・恩給の総所得に占める割
合別世帯数の構成
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資料：厚生労働省「所得再分配調査」より内閣府作成
（注）各年の再分配後の平均所得を100とした場合
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なっており、可処分所得が３万５，００７円上回っ
ている。これに対し、世帯主の年齢が６５歳以上
の無職世帯の可処分所得は１６万４，３１２円、消費

支出は２０万６，１８１円であることから、可処分所
得が４万１，８７０円下回っている（表１－２－１９）。

一般世帯 高齢者世帯
当初所得（万円） ５７８．２ ８４．８
可処分所得（万円） ５３６．８ ２６１．３
再分配所得（万円） ６０５．８ ３７０．７

当初所得 ０．４２５２ ０．８２２３
ジニ係数 再分配所得 ０．３６１８ ０．４１２９

改善度（％） １４．９ ４９．８

再分配による改善度
社会保障による改善度 税による改善度

平成５年 １７．０ １２．７ ５．０
平成８年 １８．３ １５．２ ３．６
平成１１年 １９．２ １６．８ ２．９
平成１４年 ２３．５ ２０．８ ３．４
平成１７年 ２６．４ ２４．０ ３．２

区 分

勤労者世帯 無職世帯

全 体
世帯主の年
齢が６５歳以
上の世帯

全 体
世帯主の年齢
が６５歳以上の
世帯

実収入 ４８６，８０５ ３４２，８５０ １７６，７５３ １８７，９７４
うち勤め先収入の占める割合（％） （９４．１） （６０．５） （６．５） （５．１）
社会保障給付の占める割合（％） （３．５） （３６．２） （８６．０） （８８．７）

実支出 ３７５，３７１ ３０７，８４３ ２３１，４８２ ２２９，８４４
消費支出 ２９１，４９８ ２６２，６５０ ２０７，３９７ ２０６，１８１
非消費支出（税，社会保険料など） ８３，８７３ ４５，１９２ ２４，０８５ ２３，６６３

可処分所得（実収入－非消費支出） ４０２，９３２ ２９７，６５８ １５２，６６８ １６４，３１２

黒字（実収入－実支出＝可処分所得－消費支出） １１１，４３４ ３５，００７ △５４，７３０ △４１，８７０

平均消費性向（％） ７２．３ ８８．２ １３５．８ １２５．５
（可処分所得に対する消費支出の割合）

ジニ係数の改善度（％）

資料：厚生労働省「所得再分配調査」（平成１７年）
（注１）ジニ係数とは、分布の集中度あるいは不平等度を示す係数で、０に近づくほど平等で、１に近づくほど不平等となる。
（注２）「再分配所得」とは、当初所得から税金、社会保険料を控除し、社会保障給付（現物、現金）を加えたもの。

（単位：円）

資料：総務省「家計調査（総世帯）」（平成２０年）
（注）年平均の１か月間の金額

表１－２－１７ ジニ係数でみた高齢者の所得格差の状況

表１－２－１９ 世帯主の年齢が６５歳以上の世帯の収入と消費

表１－２－１８ 世帯主年齢階級別の平均再分配所得の推移
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（%）

資料：総務省「家計調査」（平成19年）
（注１）単身世帯は対象外
（注２）郵便局・銀行・その他の金融機関への預貯金、生命保険の掛金、株式・債券・投資信託・金銭信託などの有価証券と社内預金などの金融
　　　　機関外への貯蓄の合計
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17.6全世帯
世帯主の年齢が65歳以上

全世帯平均 1,719万円
65歳以上平均 2,481万円

（４）高齢者の世帯の貯蓄は全世帯の約１．４倍
であるが、３００万円未満の世帯も約１割

世帯主の年齢が６５歳以上の世帯（二人以上の
世帯）の貯蓄の状況についてみると、平成１９
（２００７）年において、一世帯平均の貯蓄現在高
は、２，４８１万円となっており、全世帯（１，７１９万
円）の約１．４倍となっている。
貯蓄現在高階級別の世帯分布をみると、世帯

主の年齢が６５歳以上の世帯では、４，０００万円以
上の貯蓄を有する世帯が１７．６％であり、全世帯
（１０．５％）の１．７倍近い水準となっている。し
かし、一方で、貯蓄の少ない者の割合は全世帯
に比べて低いものの、貯蓄額３００万円未満の世
帯の割合は約１割となっている（図１－２－
２０）。
世帯主の年齢が６５歳以上の世帯（二人以上の

世帯）について、負債が貯蓄を超えている世帯
の割合は４．８％にとどまり、全世帯（２１．４％）
に比べて低い割合にある（図１－２－２１）。
現在の貯蓄に関する６０～６４歳の意識をみると

高齢期に備える上で、「現在の貯蓄額は不満で
ある（「やや不満である」と「不満である」の
計）」と考えるものが６４．５％であり、「満足して
いる（「満足している」と「ある程度満足して
いる」の計）」と考えるもの（３３．０％）と比べ、
多くなっている。また、６０歳以上の過去１年間
の貯蓄総額の傾向については、「貯蓄額が減っ
た」と回答した者の割合は４５．１％と、前回調査
から８．９ポイント減少した（図１－２－２２）。

３ 高齢者と健康・福祉

（１）高齢者の健康
ア 高齢者の半数近くが何らかの自覚症状を訴
えているが、日常生活に影響がある者は４分
の１程度
６５歳以上の高齢者の健康状態についてみる
と、平成１９（２００７）年における有訴者率（人口
１，０００人当たりの「ここ数日、病気やけが等で
自覚症状のある者（入院者を除く）」の数）は
４９６．０と半数近くの者が何らかの自覚症状を訴

図１－２－２０ 世帯主の年齢が６５歳以上の世帯の貯蓄の分布


